
　
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年５月22日

【事業年度】 第18期(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

【会社名】 株式会社マックハウス

【英訳名】 MAC HOUSE CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　栗　原　勝　利

【本店の所在の場所】 東京都杉並区梅里一丁目７番７号

【電話番号】 03―3316―1911

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長　舟　橋　浩　司

【最寄りの連絡場所】 東京都杉並区梅里一丁目７番７号

【電話番号】 03―3316―1911

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長　舟　橋　浩　司

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

(東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号)

　

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

 1/74



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高 (百万円) 43,420 41,965 50,017 57,334 57,380

経常利益 (百万円) 3,529 2,888 3,684 4,406 3,006

当期純利益 (百万円) 1,695 1,449 1,857 1,858 1,339

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) 167 109 ― ― ―

資本金 (百万円) 1,617 1,617 1,617 1,617 1,617

発行済株式総数 (株) 11,280,00011,280,00012,998,03212,998,03215,597,638

純資産額 (百万円) 9,551 10,735 16,199 17,508 18,209

総資産額 (百万円) 28,436 26,925 36,538 37,015 35,927

１株当たり純資産額 (円) 844.17 949.40 1,244.211,347.161,167.65

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当
額)

(円)

(円)

12.00

(6.00)

30.00

(15.00)

40.00

(15.00)

40.00

(15.00)

40.00

(20.00)

１株当たり当期純利益 (円) 147.70 126.24 150.71 142.99 85.88

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.6 39.9 44.3 47.3 50.7

自己資本利益率 (％) 19.3 14.3 13.8 11.0 7.5

株価収益率 (倍) 8.5 12.4 20.7 13.6 9.4

配当性向 (％) 7.4 23.8 26.5 28.0 46.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,988 931 4,671 2,488 1,261

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △839 △971 402 △554 △633

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △898 △1,558 △1,936 △1,498 △1,067

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 9,326 7,728 12,517 12,951 12,512

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
543

(1,584)

549

(1,598)

726

(1,872)

693

(2,241)

709

(2,379)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

３ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

４ 平成15年10月20日付けで普通株式1株を1.2株に株式分割しております。

５ 第16期の発行済株式数は、平成17年９月１日に株式会社レオと合併し、1,718,032株増加しております。

６ 第16期の１株当たりの配当額40円は、合併記念配当10円が含まれております。

７ 平成19年３月１日付けで普通株式1株を1.2株に株式分割し2,599,606株増加しております。
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２ 【沿革】

当社は、株式会社チヨダの100％出資子会社として資本金２億円にて平成２年６月に設立、株式会社東京

靴流通センター（形式上の存続会社）と、平成８年３月に合併し今日に至っております。合併前の株式会社

靴流通センターは、休業状態であり、以下の沿革につきましては、株式会社マックハウス（実質上の存続会

社）に関する事項を記載しております。

会社設立後、現在までの沿革は次のとおりであります。

 
　

年月 事項

平成２年６月 株式会社チヨダの100％出資の子会社として資本金２億円にて設立

平成２年７月 郊外型ロードサイド店「マックハウス」１号店白子店(三重県鈴鹿市)を開店

平成２年７月 東京都杉並区高円寺南三丁目３番１号　KSビルに本社を開設

平成２年９月 株式会社チヨダより衣料品部門17店舗の営業譲渡を受ける

平成３年12月 店舗数100店を達成

平成４年３月 株式会社チヨダよりメンズクラブ15店舗の営業譲渡を受ける

平成４年３月 株式会社チヨダより小手指店(埼玉県所沢市)の営業譲渡を受ける

平成４年10月 店舗数200店を達成

平成８年３月

　

株式の額面金額を変更するため、株式会社東京靴流通センター(形式上の存続会社)と合併(発行済

株式総数7,750,000株)

平成８年３月 全国47都道府県全てに出店を達成

平成８年９月 店舗数300店を達成

平成９年10月 東京都杉並区高円寺南三丁目３番１号に本店を移転

平成11年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成12年８月 全店にＰＯＳシステム導入

平成12年10月株式会社チヨダと共同で、株式会社レオを公開買付し筆頭株主になるとともに業務提携を行う

平成16年８月 東京都杉並区梅里一丁目７番７号に本店を移転

平成16年12月株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年４月 株式会社レオと平成17年９月１日を合併期日とする合併契約書を締結

平成17年４月 店舗数400店を達成

平成17年９月 株式会社レオと合併

平成17年11月株式会社ジャスダック証券取引所により、「Ｊ－Ｓｔｏｃｋ」銘柄に選定される。

平成18年11月店舗数500店を達成

平成19年11月全店に新ＰＯＳシステム導入
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３ 【事業の内容】

　当社の企業集団は、株式会社マックハウス（当社）、当社の親会社である株式会社チヨダ、その子会社で

あるチヨダ物産株式会社により構成されております。

　当社は、カジュアル衣料品の小売を行っており、株式会社チヨダは、靴・玩具等の小売を行っており、チ

ヨダ物産株式会社は、主として株式会社チヨダ、及び当社に対して靴及び衣料品の卸売りを行っておりま

す。

(注)　当社は単一事業を営んでおりますので、事業部門毎の記載はしておりません。

　

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社)

株式会社チヨダ 東京都杉並区 6,893
靴・玩具等の
小売

― 59.3
店舗の賃貸借取引等
役員の兼任２名

(注)　株式会社チヨダは、有価証券報告書提出会社であります。

　

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年２月29日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

709(2,379) 34.8 9.2 4,659,241

(注) １ 従業員数は、就業人数であります。

なお、パートタイマー及びアルバイト(１人１日８時間換算)は、年間の平均人員を(　)外数で記載しておりま

す。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

名称 マックハウスユニオン

上部団体 ＵＩゼンセン同盟・専門店ユニオン連合会

結成年月日 平成12年３月14日

組合員数 　　　　 695名

労使関係 労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の売上高、売上実績、仕入実績

等の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における我が国の経済は、企業収益が底堅く推移し景気は緩やかな回復基調にあったもの

の、米国のサブプライムローン問題を起因とする金融市場不安や原油価格高騰による物価上昇等、先行

き不透明感が増し楽観できない様相を呈しました。

　また、賃金伸び悩みや定率減税の廃止等により個人消費は力強さに欠けるものとなりました。

ジーンズカジュアル業界におきましては、企業間の競合激化に加え、上半期は梅雨明けが遅れる等の天

候不順により季節衣料の立ち上がりが苦戦を強いられ、また、下半期は９月より記録的な残暑が続き秋

物商品の立ち上がりが低調に推移、年末年始商戦は福袋こそ前年並の売上高を確保したものの、暖冬の

影響で総じて冬物商品の動きが活発化せず非常に厳しい状況が続きました。

　このような状況下におきまして、当社は、営業・商品全般に渡る業務の効率化・迅速化を徹底し高収益

体質を確立させ、21世紀型優良企業となるべく「バリューチェーンへの変革」に向けて全社一丸となり

努力してまいりました。

　営業面におきましては、タレントの起用及び雑誌とのタイアップによる独占販売商品の知名度向上や

オリジナルカタログ作成によるイメージアップを図り、提案型仕掛け作りを主眼とした販売促進活動に

注力するとともにパートタイマーの早期即戦力化を目指し教育用ＤＶＤを作成、販売体制強化を徹底い

たしました。

　商品面におきましては、懸案でありましたマーチャンダイジングシステムの統一を果たし、更なるバイ

イングパワーの強化を図るとともにナショナルプライベートブランド（ＮＰＢ）とプライベートブラ

ンド（ＰＢ）の拡大を着実に行い一層の差別化を推進し、主張ある商品展開に注力いたしました。

　出店に関しては、大型店舗を主体に50店舗を新設する一方、不採算店舗を27店舗閉鎖してスクラップ＆

ビルドを加速させ、店舗の拡大に注力いたしました。この結果、当事業年度末店舗数は 531店舗となりま

した。また、既存店舗の競争力強化のために76店舗の改装を行いました。なお、ＮＰＢ・ＰＢ限定の品揃

えをした新業態店舗「ナチュラルクロージング」を実験展開いたしました。

  インフラ整備に関しては、下半期より新店舗システムを導入し店舗作業負荷軽減・効率化によりお客

様サービスや販売に専念できる体制の実現に注力いたしました。

　しかしながら、既存店舗売上高はナショナルブランドジーンズの不振や天候要因等が上半期以上に下

半期も大きく影響したため前年同期比5.9％減となり、当事業年度の売上高は57,380百万円で前年同期

比0.1％の微増に留まりました。

　利益面では、シーズン立ち上がり時期における販売不振により売価変更率が上昇したこと等が影響し、

売上総利益率が43.4％と前年同期比0.8ポイント減となったことに加え、販売費及び一般管理費の伸び

を売上高の伸びで吸収できなかったため、経常利益は3,006百万円で前年同期比31.8％の減益となりま

した。

　また、当期純利益は、当事業年度より、たな卸資産の評価基準及び評価方法を変更したため特別損失と

して、たな卸資産の変更に伴う評価差額268百万円を計上したこともあり1,339百万円で前年同期比

27.9％の減益となりました。

  なお、株主への利益還元と株式の流動性向上を図るため、平成19年３月１日付で１株につき1.2株の割

合をもって株式分割をいたしました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は営業活動によるキャッシュ・フ

ローはプラスになりましたが、投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローはマイナスとなり、資

金は前事業年度末に比べ439百万円減少し、12,512百万円 となりました。

　また、当期における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、1,261百万円の収入となり、前事業年度に比べ1,226百万円の減

少となりました。これは主に、税引前当期純利益が1,033万円減少したこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、633百万円の支出となり、前事業年度に比べ78百万円の使用資

金の増加となりました。これは主に、定期預金の払戻の122百万円の収入増があった一方で、新規出店に

伴い有形固定資産の取得170百万円の資金の支出が増加したこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、1,067百万円の支出となり、前事業年度に比べ431百万円の資金

支出の減少となりました。これは主に長期借入金の返済による支出が546百万円減少したこと等による

ものであります。
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２ 【販売及び仕入の状況】

(1) 商品部門別売上高

　

商品部門

第18期
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

売上高(百万円) 前年同期比(％)

メンズアウター 4,240 86.2

メンズインナー 15,303 95.9

メンズボトムス 10,008 100.1

レディース 17,681 103.2

その他 10,147 108.8

合計 57,380 100.1

(注)「その他」は、子供服及び小物等であります。

　

(2) 地区別売上実績

　

地区別

第18期
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

売上高(百万円) 構成比(％) 期末店舗数(店) 前年同期比(％) 店舗数増減(店)

北海道 3,201 5.6 34 99.1 3

東北 5,795 10.1 63 99.2 4

関東 18,599 32.4 154 96.9 4

中部 8,508 14.9 80 102.4 4

近畿 7,803 13.6 72 102.7 2

中国 3,583 6.2 35 98.2 △1

四国 2,471 4.3 24 112.7 3

九州 7,417 12.9 69 101.4 4

合計 57,380 100.0 531 100.1 23
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(3) 単位当たりの売上高

　

項目
第18期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

前年同期比(％)

売上高 　57,380　百万円 100.1

売り場面積(期中平均) 232,837.7　㎡ 108.8

１㎡当たり売上高 246　千円 92.0

従業員数(期中平均) 3,088　人 105.2

１人当たり売上高 18,581　千円 95.1

(注) １ 売り場面積は、倉庫及び事務所を除いた面積であります。

２ 従業員数は、社員、パートタイマー及びアルバイトが含まれております。

なお、パートタイマー及びアルバイトは期中平均在籍人員(１日８時間換算)で算出し、加算しております。

　

(4) 主要顧客別売上状況

主要顧客(総販売実績に対する割合が10％以上)に該当するものはありません。

　

(5) 仕入実績

　

商品部門

第18期
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

仕入高(百万円) 前年同期比(％)

メンズアウター 2,286 91.8

メンズインナー 8,059 90.8

メンズボトムス 6,192 99.4

レディース 10,402 105.2

その他 5,821 110.4

合計 32,761 100.0

(注)　「その他」は、子供服及び小物等であります。
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、円高の進行による輸出不振に伴う企業業績への影響や米国経済の景気

減速が懸念される等、依然として先行き不透明であり、また、少子高齢化に伴う市場の伸び悩み、食料品の

値上げ、株価下落等が影響し消費マインドが萎え、経済環境は引き続き厳しい状況が続くものと予想され

ます。

　ジーンズカジュアル業界にとりましても、企業間の競合激化及び商圏の激変に加えてジーンズマーケッ

ト需要の急速な回復は困難な状況であると考えられるため、各社とも戦略の抜本的な見直しを図ること

によるシェアの奪い合いは更に熾烈を極め、その結果、優勝劣敗が益々鮮明になってくることが予想され

ます。

　このような状況の中で、当社は、21世紀においても引き続き勝ち残れる企業となるべく、業績を速やかに

回復させることができるよう、商品の差別化を着実に推進するとともに営業力向上の布石として新卒採

用を本格的に再開、契約社員の登用強化を実施してまいります。

  併せて、販売促進活動については、ジーンズショップ創業20年という節目にあたることから20周年記念

祭を大々的に実施し売上拡大を図るとともに、出店については、東京都杉並区の商店街に「アウトレット

ジェイ」を新設する等、都市型路面店舗の出店にも積極的にチャレンジし知名度向上も推進してまいり

ます。

  更には、物流センターを本年９月より本格稼動させ営業・商品全般に渡る業務の改革に引き続き邁進

してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社の事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられる重要な要因には、以下のようなものがあ

ります。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合、最善の対策

に努める所存であります。記載された事項で、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年５

月22日）現在入手可能な情報から当社の経営判断や予測に基づくものです。

なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。

(1)商品計画について

　当社が取り扱うジーンズカジュアル衣料品は、季節性が高く冷夏や暖冬等の天候による影響を受け

る可能性があります。またファッションの流行やお客様嗜好の変化による影響や、競合他社との価格

政策によって売上が左右されますので、これらの要素を勘案して商品計画・仕入を実施いたします

が、需要動向の変化によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2)店舗賃貸借物件について

　当社の店舗の大部分は、ロードサイドの賃借物件で、出店に際し敷金を貸主に差し入れており、契約

期間満了時まで全額の返還がされません。契約にあたっては貸主の信用状況を判断した上で締結して

おりますが、契約期間が長期の場合、その間における貸主の倒産等によっては保証金の一部または敷

金全部が回収出来なくなる可能性があります。

(3)パートタイム従業員に係る費用の増加リスク

　当社は多数のパートタイム従業員を雇用しており、従業者に占める割合が高く、今後の年金等に関す

る改正が行われた場合、人件費の増加が予想され、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4)個人情報の取扱について

　当社は、個人情報保護の重要性を充分に認識しており、個人情報保護法の制定に伴い、個人情報保護

方針・マニュアルの制定及び従業員教育を含めた社内制度の強化を推し進めております。しかしなが

ら、個人情報の流出により問題が発生した場合には、社会的信用の失墜及び損害賠償責任等により、業

績等に影響を及ぼす可能性があります。

(5)減損会計の影響について

　当社の所有する固定資産につきましては、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております

が、一部の事業用資産等については、今後更に減損損失が発生する可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1）当事業年度の財政状態

(流動資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べ827百万円減少し24,102百万円となりました。

　これは主に、現金及び預金が564百万円、繰延税金資産が269百万円減少したことによるものでありま

す。

(固定資産）

　固定資産は、前事業年度末に比べ261百万円減少し11,824百万円となりました。

　これは主に、敷金保証金が374百万円減少したことによるものであります。

(流動負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べ1,585百万円減少し15,831百万円となりました。

　これは主に、未払法人税等が802百万円、買掛金が757百万円減少したことによるものであります。

(固定負債）

　固定負債は前事業年度末に比べ203百万円減少し1,886百万円となりました。

　これは主に、預り保証金が121百万円減少したことによるものであります。

(純資産）

　純資産は、前事業年度に比べ700百万円増加し18,209百万円となりました。

　これは主に、繰越利益剰余金が703百万円増加したことによるものであります。

　

(2）当事業年度の経営成績

(売上高及び売上総利益）

　売上高は、前事業年度に比べ45百万円増加し57,380百万円となりました。

(販売費及び一般管理費、営業利益、経常利益）

　販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ1,063百万円増加し22,075百万円となりました。

　これは主に、新店増加に伴う、広告宣伝費195百万円、人件費311百万円、営業地代家賃312百万円の増

加によるものであります。

　また、営業利益は前事業年度に比べ1,472百万円減少し2,831百万円となりました。

　結果、経常利益は前事業年度に比べ1,399百万円減少し3,006百万円となりました。

(特別損益）

　特別利益は、前事業年度に比べ108百万円減少し74百万円となりました。

　これは主に、転貸損失引当金戻入益が67百万円減少したことによるものであります。

　特別損失は、前事業年度に比べ475百万円減少し461百万円となりました。

　これは主に、減損損失が738百万円減少したことによるものであります。

(当期純利益）

　当期純利益は、前事業年度に比べ519百万円減少し1,339百万円となりました。
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(3）資本の財源及び資金の流動性

(キャッシュ・フロー）

　前記１「業績等の概要」（2）キャッシュ・フローの状況に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当事業年度は事業拡大のため、大阪府のアウトレットジェイりんくうシークル店を始め50店舗を新設、

その他76店舗の内装の改装等を行い総額1,282百万円の設備投資を行いました。
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２ 【主要な設備の状況】

平成20年２月29日現在における各地区の設備、投下資本及び従業員の配置状況は次のとおりであります。

　

事業所
(所在地)

設備
の内容

帳簿価額(百万円) 
期末
店舗数

従業
員数
(人)

土地 建物及び設備
構築物

工具器具
備品

車両
運搬具

合計
面積(㎡) 金額 面積(㎡) 金額

北海道地区 店舗
(27,047.9)

－
(19,178.0)

59 4 14 － 78 34 35

東北地区 店舗
(44,973.0)

－
673.1

(30,387.7)
104 10 18 － 133 63 55

関東地区 店舗
360.0

(43,700.9)
63

493.2

(74,432.6)
269 43 35 － 412 154211

中部地区 店舗
936.1

(62,266.7)
67

639.6

(37,492.7)
147 14 21 － 249 80 85

近畿地区 店舗
(33,603.9)

－
378.5

(32,784.3)
85 11 26 － 123 72 88

中国地区 店舗
(26,311.9)

－
351.0

(15,382.8)
60 7 12 － 80 35 31

四国地区 店舗
(19,509.8)

－
862.1

(9,625.6)
54 8 6 － 69 24 22

九州地区 店舗
(55,263.8)

－
1,075.8

(39,856.1)
109 9 34 － 153 69 76

店舗計 店舗
1,296.1

(312,677.9)
130

4,473.3

(259,139.8)
890 110 169 － 1,301531603

本部

東京都杉並区

総括業務

施設
－ －

(788.3)
21 － 40 0 62 1 106

賃貸店舗 店舗
317.3

[67,481.5]
108

246.8

[19,023.5]
5 － － － 114 45 －

合計

1,613.4

(312,677.9)

[67,481.5]

238

4,720.1

(259,928.1)

[19,023.5]

917 110 210 0 1,477577709

(注) １ 土地の面積で(　)内は賃借面積、［　］内は賃貸面積であり、ともに外数であります。

２ 建物及び設備の面積で(　)内は賃借面積、［　］内は賃貸面積であり、ともに外数であります。

３ 従業員数には、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

　

名称 リース期間 年間リース料(百万円) リース契約残高(百万円)

店舗建物 ５～８年 217 1,324

店舗什器 ５年 349 1,383

合計 567 2,707

(注)　所有権移転外ファイナンス・リース
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

平成20年２月29日現在における実施中及び計画中の設備の新設は次のとおりであります。

　

事業所名 所在地 内容
投資額
（百万円）

既支払金額
（百万円）

今後の所要
資金

（百万円）
完成年月

売場面積
（㎡）

備考

ＭＨポップタウン住道
店

大阪府 店舗新設 23 23 － 平成20年３月 332.6賃借物件

ＭＨロックシティ防府
店

山口県 店舗新設 32 － 32平成20年３月 594.6賃借物件

ＯＪ出雲大塚店 島根県 店舗新設 73 42 31平成20年３月 562.0自社物件

ＭＨバロー城山店 愛知県 店舗新設 21 － 21平成20年４月 628.0賃借物件

ＯＪバロー上越モール
店

新潟県 店舗新設 22 － 22平成20年４月 704.6賃借物件

ＭＨリソラ大府店 愛知県 店舗新設 26 17 9 平成20年４月 515.8賃借物件

ＧＷランドモール八街
店

千葉県 店舗新設 27 10 17平成20年４月 527.2賃借物件

ＯＪおのだサンパーク
店

山口県 店舗新設 25 － 25平成20年５月 478.5賃借物件

ＭＨロックシティ周南
店

山口県 店舗新設 23 － 23平成20年６月 439.8賃借物件

ＭＨロックタウン山梨
中央店

山梨県 店舗新設 23 － 23平成20年６月 431.9賃借物件

ＯＪクロスガーデン佐
世保広田店

長崎県 店舗新設 31 21 10平成20年６月 620.0賃借物件

ＯＪアクロスプラザ新
名取店

宮城県 店舗新設 20 － 20平成20年10月 562.5賃借物件

ＭＨフレスポ国分ジャ
ングルパーク店

鹿児島県 店舗新設 33 10 23平成20年11月 595.2賃借物件

ＧＷアクロスプラザ青
梅店

東京都 店舗新設 32 3 29平成20年11月 493.1賃借物件

ＭＨフレスポ神辺店 広島県 店舗新設 20 7 13平成20年11月 595.0賃借物件

合計 437 134 303 8080.8

　
(注) 1.今後の所要資金303百万円は自己資金を充当する予定であります。

2.店舗新設の投資額には、店舗を賃借するための保証金及び敷金を含んでおります。

3.ＭＨは、マックハウスの略称であります。

4.ＯＪは、アウトレットジェイの略称であります。

5.ＧＷは、ゴールウェイの略称であります。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

18/74



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,000,000

計 31,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年２月29日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年５月22日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,597,63815,597,638
ジャスダック
証券取引所

―

計 15,597,63815,597,638― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成15年10月20日(注1）1,880,00011,280,000 ― 1,617 ― 1,420

平成17年９月１日(注2) 1,718,03212,998,032 ― 1,617 3,878 5,299

平成19年３月１日(注3) 2,599,60615,597,638 ― 1,617 ― 5,299

(注)　 1 株式分割普通株式１株につき1.2株

2 株式会社レオとの合併に伴う新株発行

合併比率　1：0.45

3 株式分割普通株式１株につき1.2株
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(5) 【所有者別状況】

平成20年２月29日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 14 9 65 30 ― 958 1,076 ―

所有株式数
(単元)

― 23,433 45 100,65211,000 ― 20,590155,72025,638

所有株式数
の割合(％)

― 15.05 0.03 64.64 7.06 ― 13.22100.00 ―

(注）自己株式2,495株は、「個人その他」の欄に24単元、「単元未満株式の状況」の欄に95株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社チヨダ 東京都杉並区成田東四丁目39番８号 92,386 59.23

マックハウス共栄会 東京都杉並区梅里一丁目７番７号 8,997 5.77

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,418 4.76

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,861 3.76

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドンエスエムオム
ニバスアカウント
（常任代理人株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

ＷＯＯＬＧＡＴＥ ＨＯＵＳＥ，
ＣＯＬＥＭＡＮ ＳＴＲＥＥＴ 
ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ2Ｐ 2ＨＤ，
ＥＮＧＬＡＮＤ
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

3,129 2.01

いちごアセットトラスト
（常任代理人香港上海銀行東京
支店）

ＳＥＣＯＮＤ　ＦＬＯＯＲ，
ＣＯＭＰＡＳＳ　ＣＥＮＴＲＥ，
Ｐ.Ｏ.ＢＯＸ　448，ＳＨＥＤＤＥＮ
ＲＯＡＤ，ＧＥＯＲＧＥ　ＴＯＷＮ，
ＧＲＡＮＤ　ＣＡＹＭＡＮＫＹ１-1106，
ＣＡＹＭＡＮ　ＩＳＬＡＮＤＳ
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

2,295 1.47

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,980 1.27

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,512 0.97

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人資産管理サービス
　信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟）

1,440 0.92

住友生命保険相互会社
（常任代理人日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都中央区築地七丁目18番24号
（東京都中央区晴海一丁目８番11号）

1,440 0.92

計 ― 126,459 81.08

(注)　1日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の

所有株式は、当該各社の信託業務に係る株式であります。

2 マックハウス共栄会は当社の取引先持株会であります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年２月29日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 　　2,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　15,569,600 155,696 ―

単元未満株式 普通株式　　　25,638 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数   15,597,638 ― ―

総株主の議決権 ― 155,696 ―

（注）上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式95株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

(自己保有株式)
株式会社マックハウス

東京都杉並区梅里
一丁目7番7号

2,400 ― 2,400 0.02

計 ― 2,400 ― 2,400 0.02

　

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

　

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 1,308 1

当期間における取得自己株式 194 0

（注）1.当事業年度における取得自己株式には、平成19年３月１日付け株式分割による237株が含まれております。

2.当期間における取得自己株式には、平成20年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 2,495 ― 2,689 ―

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成20年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。健全な経営基盤の

確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当性向の向上と安定的な配当の継続を業績に応じて

行うことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、1株当たり20円とし、

中間配当金（20円）と合わせて40円としております。

　内部留保資金の使途につきましては、店舗の新設・改装等の設備投資資金等、事業拡大のために有効活

用してまいります。

なお、当社は会社法第454条第5項に規定する、中間配当を行うことができる旨を定款により定めてお

ります。

（注）基準日が当事業年度に属する配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成19年10月11日

取締役会決議 311 20

平成20年５月21日

定時株主総会決議
311 20

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

最高(円)
1,850

◇ 1,890 3,150 3,850 3,440 2,100

最低(円)
555

◇ 1,200 1,260 1,575 1,820 776

(注)　1 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会が開設する店頭売買有価証券市場におけるもので

あり、平成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会が開設

する店頭売買有価証券市場は平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に移行しており、それに伴い、当

社株式は日本証券業協会における登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に上場いたしました。

2 ◇印は、株式分割による権利落後の最高最低株価を示しております。第14期は平成15年８月31日現在の株主に

対して株式分割を実施しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
９月

10月 11月 12月
平成20年
１月

２月

最高(円) 1,150 1,099 948 1,084 1,003 900

最低(円) 981 886 861 923 776 800

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

取締役会長 ― 舟　橋　政　男 昭和９年９月９日生

昭和32年３月㈱チヨダ靴店(現在㈱チヨダ)入社

同社取締役

(注）3 187
昭和51年５月同社代表取締役社長(現任)

昭和51年６月㈱中央商事代表取締役社長(現任)

平成２年６月 当社取締役社長(代表取締役)

平成９年４月 当社取締役会長(現任)

代表取締役 取締役社長 栗　原　勝　利 昭和18年12月10日生

昭和42年９月㈱チヨダ靴店(現在㈱チヨダ)入社

(注）3 360
昭和63年11月同社取締役

平成２年６月 当社常務取締役

平成９年４月 当社取締役社長(代表取締役) (現任)

専務取締役 管理本部長 舟　橋　浩　司 昭和37年５月22日生

昭和60年４月㈱博報堂入社

(注）3 117

平成２年６月 ㈱チヨダ入社

平成11年５月同社取締役(現任）

平成13年３月当社営業部長

平成13年５月当社常務取締役営業部長

平成15年５月当社専務取締役営業本部長

平成17年９月当社専務取締役

平成19年５月当社専務取締役管理本部長(現任)

取締役 営業本部長 風　見　好　男 昭和32年５月20日生

昭和55年３月㈱チヨダ靴店（現㈱チヨダ）入社

(注）3 60

平成９年３月 当社入社

平成13年３月当社商品部長

平成15年５月当社取締役商品本部長

平成17年９月当社取締役営業本部長(現任)

取締役 営業統括部長 杉 浦 功 四 郎昭和32年２月17日生

昭和50年12月㈱レオ入社

(注）3 170

平成８年11月同社取締役

平成17年９月当社執行役員ゴールウェイ事業

担当部長

平成18年９月当社執行役員営業統括部長

平成19年５月当社取締役営業統括部長（現任）

常勤監査役 ― 鈴　木　清　彦 昭和23年１月１日生

昭和45年４月佐藤税務会計事務所入社

(注）4 684

昭和52年６月㈱レオ入社

平成８年11月同社代表取締役社長

平成13年５月当社常務取締役総務部長、管理部門管掌

平成15年５月当社常務取締役管理本部長

平成18年６月当社常務取締役管理本部長兼経理部長

平成19年５月当社常勤監査役（現任）

監査役 ― 野　口　　　功 昭和14年５月12日生

昭和50年９月㈱チヨダ靴店(現在㈱チヨダ)入社

(注）4 14
平成３年４月 当社監査役

平成９年４月 当社常勤監査役

平成19年５月当社監査役（現任）

監査役 ― 三　浦　新　一 昭和11年10月23日生

昭和39年９月公認会計士開業

(注）4 －平成３年５月 ㈱チヨダ監査役

平成９年４月 当社監査役(現任)

監査役 ― 山　本　　　潔 昭和10年４月９日生

昭和46年５月弁護士登録

(注）4 －昭和50年３月山本潔法律事務所開設

平成15年５月当社監査役(現任)

計 1,593

(注) １ 監査役野口功、三浦新一、山本潔は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２ 専務取締役舟橋浩司は、取締役会長舟橋政男の長男であります。

３ 取締役の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年２月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４ 監査役の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業的価値を継続的に向上させていくために、コーポレート・ガバナンス体制の充実

を図り、経営の透明性を高めるとともに、加速化する経営環境の変化に迅速に対応していくこと

が重要な経営課題と認識しております。

（2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関の内容

当社は監査役制度を採用しております。

監査役会は常勤監査役１名及び社外監査役３名で構成されております。

取締役会は取締役５名で構成され、社外取締役は選任しておりません。

当社の取締役会は毎月開催し、取締役会においては経営戦略の決定を始め、対応すべき経営課題や

重要事項の決定について充分に議論、検討をおこなった上で迅速かつ的確な経営判断を行ってお

ります。

②コーポレート・ガバナンス体制の概要

(コーポレート・ガバナンス体制体系図）
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③内部統制システムの整備の状況

1）取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1.取締役及び使用人に対し法令及び定款の遵守を徹底するため、法務ＩＲ室を設置し、コンプライ

アンス体制の強化を推進するとともに、取締役及び使用人が法令、定款及び諸規程等に違反する行

為を発見した場合の報告体制として内部通報制度を構築する。

2.内部通報制度については、法令、定款及び諸規程等に違反する行為を早期に発見し是正すること

を目的とし、法務ＩＲ室長、内部監査室長、総務部長の社内担当者及び第三者機関を情報の受領者

とするメールシステムを整備し運用を行うとともに、社長に報告される体制を構築する。

3.社長直属の部署として内部監査室を設置し、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、

業務監査実施項目に遺漏なきよう確認し、必要があれば監査方法の改訂を行う。

4.内部監査室の監査により法令、定款違反その他の事由に基づき問題のある業務執行行為が発見

された場合には、発見された問題の内容及びそれがもたらす損失の程度等について直ちに担当部

署に通報される体制を構築する。

5.社会生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な企業活動を阻害する恐れのある反社会的勢力とは

一切関わりを持たない体制を整備し、それらによる不当な要求に対して組織全体として毅然とし

た態度で対応する。

2）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程において経営上重要な機密文書として

位置付けるとともに、情報漏洩防止を徹底すべく適切に保存及び管理（廃棄を含む。）の運用を

実施し、必要に応じて運用状況の検証、規程の見直し等を行う。

3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1.損失の危険の管理を行うため、コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、各部門担当取締

役及び各部門の責任者とともに、部門毎のリスクを体系的に管理するため、既存の規程に加え必要

なリスク管理総括規程を制定する。

2.コンプライアンス・リスク管理委員会は、定期的に取締役会に報告を行い、全社的なリスクを総

括的に管理する。平時においても、各部門においてはその有するリスクの軽減等に取り組み、有事

における関連規程に基づくマニュアルやガイドラインを見直し各部門のリスク管理の改善を行

う。

3.取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し問題点の把握と改善に努める。

4.不測の事態が発生した場合には、社長指揮下の緊急対策本部を別途設置し迅速な対応を行い、損

害の拡大を防止する体制を整える。

4）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1.当社の親会社が制定する「グループ企業倫理規程」を遵守し業務の適正を確保する。

2.月１回の定例取締役会に当社会長（親会社社長）が必ず出席することにより、常に必要情報を

入手し、問題点の把握と改善が図れる体制を構築する。

5）監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

監査役会が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。

6）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動・評価等については、監査役会の同意を必要とす

るものとし、当該取締役からの独立性を確保するものとする。
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7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

1.取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生し又は発生する恐れがある時、違法

又は不正な行為を発見した時、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じた時は監査

役会に報告する。また、前述に関わらず監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を

求めることができる。

2.監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会その他重要な会

議に出席し、必要に応じて取締役及び使用人にその説明を求めることとする。また、社長との定期

的な意見交換会を開催し意思の疎通を図る。

8）その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1.常勤監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に報告・説明を求めることができ、調査を必要と

する場合には経理部や内部監査室等に協力・補助を要請して監査が効率的に行える体制とする。

2.監査役会を３ヶ月に１回以上開催し、重要事項について協議するほか、年１回の監査役会と会計

監査人との監査報告会の開催に加え年１回の会計監査人との書面の交換によって、特に会計監査

上の問題点に付き協議する。このような体制で、監査がより実効的に行われることを確保する。

9）財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するため、財務報告の内部統制構築の基本的計画及び方針を定め整備及

び運用する体制を確保する。

④内部監査役及び監査役監査の状況

内部監査及び監査役監査、会計監査による監査を有機的に融合させて、コーポレート・ガバナンス

の向上をはかっております。

当社の内部監査及び監査役監査の組織につきましては、内部監査は、社長直轄の内部監査室を設置

しており、４名の専任で年間監査計画に基づき監査を実施しております。

監査役監査は、常勤監査役１名と非常勤監査役３名で年間監査計画に基づき監査を実施しており

ます。

⑤会計監査の状況

当社の会計監査人は監査法人トーマツに委嘱し、会社法監査及び金融商品取引法監査を受ける

とともに、適宜助言をいただいております。

なお業務を執行した公認会計士などの内容は以下の通りです。

　　　　　　指定社員　業務執行社員　　　後藤孝男、津田英嗣

　　　　　　監査業務に係る主な補助者　　公認会計士３名、会計士補等４名

（3）リスク管理体制の整備状況

当社のリスク管理体制は、常勤監査役１名及び社外監査役３名で毎月開催の取締役会に出席し、経営状態

や業務の執行に関する重要事項を常に把握し審議する体制となっております。

　社外監査役３名は上記を除き、人的関係、資本的関係、取引関係及びその他の利害関係はありません。
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（4）役員報酬の内容

当社の役員報酬の内容は以下のとおりであります。

①取締役報酬　      　  85百万円

②監査役報酬　      　　17百万円（うち社外監査役３名　９百万円）

（5）監査報酬の内容

当社が監査法人トーマツと締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容及び監査証明以

外の報酬の内容は以下のとおりであります。

①公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

26.5百万円

②上記以外の業務に基づく報酬 0.5百万円

(注)　公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である財務報告に係る内部統制に関する指導・助

言業務の対価であります。

　

（6）取締役の定数  

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

（7）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議については、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

（8）自己株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した動機的な資本政策を遂行できるようにするため、会社法第165条第２

項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に

定めております。

（9）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

（10）中間配当金

当社は、利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって毎年８月31日最終の株主名簿に記載または

記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることがで

きる。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

また、当社の財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、

当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

　なお、比較を容易にするために、前事業年度についても百万円単位で表示しております。

　

２　監査証明について

当社は、前事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基

づき、また当事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、それぞれ財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１ 現金及び預金 14,490 13,926

　２ 受取手形 0 －

　３ 売掛金 497 470

　４ 商品 8,856 8,875

　５ 前渡金 4 0

　６ 前払費用 509 515

　７ 繰延税金資産 407 138

　８ その他 162 175

　　　流動資産合計 24,93067.4 24,10267.1

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　１ 建物及び設備 3,495 3,601

　　　　減価償却累計額 2,604 890 2,683 917

　　２ 構築物 663 627

　　　　減価償却累計額 532 130 517 110

　　３ 車両運搬具 2 2

　　　　減価償却累計額 1 0 1 0

　　４ 工具器具備品 1,664 1,593

　　　　減価償却累計額 1,403 261 1,383 210

　　５ 土地 238 238

　　６ 建設仮勘定 34 48

　　　　有形固定資産合計 1,5554.2 1,5254.2

　(2) 無形固定資産

　　１ 借地権 106 106

　　２ 商標権 1 0

　　３ ソフトウェア 157 253

　　　　無形固定資産合計 264 0.7 360 1.0

　(3) 投資その他の資産

　　１ 出資金 0 0

　　２ 長期前払費用 316 410

　　３ 敷金保証金 8,852 8,478

　　４ 出店仮勘定 ※１ 247 201

　　５ 破産更生債権等 16 25

　　６ 繰延税金資産 841 833

　　７ その他 76 63

　　８ 貸倒引当金 △85 △73

　　　投資その他の資産合計 10,26527.7 9,93827.7

　　　固定資産合計 12,08532.6 11,82432.9

　　　資産合計 37,015100.0 35,927100.0
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　 前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１ 支払手形 2,163 3,167

　２ 買掛金 8,362 7,605

　３ ファクタリング債務 ※２ 4,026 3,439

　４ １年以内返済予定
　　 の長期借入金

357 19

　５ 未払金 331 273

　６ 未払法人税等 953 150

　７ 未払消費税等 82 50

　８ 未払費用 805 825

　９ 預り金 13 28

　10 前受収益 52 32

　11 賞与引当金 197 173

　12 役員賞与引当金 35 －

　13 その他 35 65

　　　流動負債合計 17,41647.1 15,83144.1

Ⅱ　固定負債

　１ 長期借入金 19 －

　２ 退職給付引当金 1,110 1,191

　３ 役員退職慰労引当金 91 94

　４ 転貸損失引当金 219 139

　５ 預り保証金 336 214

　６ 長期未払金 31 －

　７ リース資産減損勘定 280 247

　　　固定負債合計 2,0905.6 1,8865.2

　　　負債合計 19,50652.7 17,71749.3
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　 前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,6174.4 1,6174.5

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 5,299 5,299

　　　　資本剰余金合計 5,29914.3 5,29914.8

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 179 179

　　(2) その他利益剰余金

　　　　固定資産圧縮積立金 30 29

　　　　別途積立金 5,500 5,500

　　　　繰越利益剰余金 4,885 5,588

　　　　利益剰余金合計 10,59428.6 11,29731.4

　４　自己株式 △3 △0.0 △4 △0.0

　　　株主資本合計 17,50847.3 18,20950.7

　　　純資産合計 17,50847.3 18,20950.7

　　　負債純資産合計 37,015100.0 35,927100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 57,334100.0 57,380100.0

Ⅱ　売上原価

　１ 商品期首たな卸高 8,114 8,856

　２ 当期商品仕入高 32,762 32,761

　　　　合計 40,876 41,617

　３ 他勘定振替高 ※１ － 268

　４ 商品期末たな卸高 ※２ 8,856 32,01955.8 8,875 32,47456.6

　　　売上総利益 25,31544.2 24,90643.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１ 広告宣伝費 2,369 2,565

　２ 役員報酬及び給料手当 7,084 7,396

　３ 賞与引当金繰入額 197 173

　４ 役員賞与引当金繰入額 35 －

　５ 役員退職慰労引当金繰入額 － 17

　６ 退職給付費用 164 129

　７ 福利厚生費 873 864

　８ 水道光熱費 1,195 1,286

　９ 営業地代家賃 6,058 6,371

　10 リース料 429 575

　11 減価償却費 386 336

　12 貸倒引当金繰入額 － 7

　13 その他 2,216 21,01236.7 2,350 22,07538.5

　　　営業利益 4,3037.5 2,8314.9

Ⅳ　営業外収益

　１ 受取利息 19 34

　２ 受取配当金 0 0

　３ 受取家賃 754 530

　４ 受取手数料 95 95

　５ 雑収入 44 913 1.6 48 708 1.2

Ⅴ　営業外費用

　１ 支払利息 13 1

　２ 店舗賃貸費用 715 489

　３ 転貸損失引当金繰入額 52 16

　４ 雑損失 27 810 1.4 24 532 0.9

　　　経常利益 4,4067.7 3,0065.2
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　 前事業年度
(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１ 受取違約金 ※３ 34 47

　２ 受取損害補償金 18 －

　３ 固定資産売却益 ※４ － 0

　４ 貸倒引当金戻入益 59 23

　５ 転貸損失引当金戻入益 71 183 0.3 3 74 0.1

Ⅶ　特別損失

　１ 固定資産除却損 ※５ 52 38

　２ 固定資産売却損 ※６ 21 －

　３ 店舗解約に伴う損失金 ※７ 1 30

　４ たな卸資産評価方法の変更
　　 に伴う差額

※１ － 268

　５ 減損損失 ※８ 862 937 1.6 123 461 0.8

　　 税引前当期純利益 3,6526.4 2,6194.5

　　 法人税、住民税及び事業税 1,830 1,002

　　 法人税等追徴税額 125 －

　　 法人税等調整額 △162 1,7943.1 277 1,2792.2

　　 当期純利益 1,8583.3 1,3392.3
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　
株主資本

資本金

資　本
剰余金

利益剰余金

資　本
準備金

利　益
準備金

その他利益
剰　余　金

固定資産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年２月28日残高(百万
円)

1,617 5,299 179 － 5,000 4,105

当事業度年度中の変動額

　剰余金の配当 △519

　自己株式の取得

　役員賞与 △29

　固定資産圧縮積立金の積立 30 △30

　別途積立金の積立 500 △500

　当期純利益 1,858

当事業年度中の変動額合計
(百万円)

30 500 779

平成19年２月28日残高(百万
円)

1,617 5,299 179 30 5,500 4,885

　
　

株主資本

純資産
合　計

利益剰余金

自己株式
株主資本
　

合　　計
利益剰余金
合　　　計

平成18年２月28日残高(百万
円)

9,285 △2 16,199 16,199

当事業度年度中の変動額

　剰余金の配当 △519 △519 △519

　自己株式の取得 △0 △0 △0

　役員賞与 △29 △29 △29

　固定資産圧縮積立金の積立

　別途積立金の積立

　当期純利益 1,858 1,858 1,858

当事業年度中の変動額合計
(百万円)

1,309 △0 1,308 1,308

平成19年２月28日残高(百万
円)

10,594 △3 17,508 17,508

　
（注）剰余金の配当には前事業年度の利益処分によるもの324百万円が含まれており、役員賞与、固定資産圧縮積立金の積

立及び別途積立金の積立は前事業年度の利益処分によるものであります。
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当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　
株主資本

資本金

資　本
剰余金

利益剰余金

資　本
準備金

利　益
準備金

その他利益
剰　余　金

固定資産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(百万
円)

1,617 5,299 179 30 5,500 4,885

当事業度年度中の変動額

　剰余金の配当 △636

　自己株式の取得

　固定資産圧縮積立金の取崩 △0 0

　当期純利益 1,339

当事業年度中の変動額合計
(百万円)

△0 703

平成20年２月29日残高(百万
円)

1,617 5,299 179 29 5,500 5,588

　

株主資本

純資産
合　計

利益剰余金

自己株式
株主資本
　

合　　計
利益剰余金
合　　　計

平成19年２月28日残高(百万
円)

10,594 △3 17,508 17,508

当事業度年度中の変動額

　剰余金の配当 △636 △636 △636

　自己株式の取得 △1 △1 △1

　固定資産圧縮積立金の取崩

　当期純利益 1,339 1,339 1,339

当事業年度中の変動額合計
(百万円)

702 △1 700 700

平成20年２月29日残高(百万
円)

11,297 △4 18,209 18,209
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】
　

前事業年度
(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１ 税引前当期純利益 3,652 2,619

　２ 減価償却費 386 336

　３ 減損損失 862 123

　４ たな卸資産評価方法の変更に伴う差額 － 268

　５ 賞与引当金の減少額 △5 △24

　６ 役員賞与引当金の増減額(△:減少) 35 △35

　７ 退職給付引当金の増加額 86 80

　８ 役員退職慰労引当金の増加額 10 3

　９ 貸倒引当金の増減額(△:減少) △59 △12

　10 転貸損失引当金の減少額 △148 △80

　11 受取利息及び受取配当金 △19 △34

　12 支払利息 13 1

　13 支払家賃(保証金相殺) 638 556

　14 固定資産除却損 52 38

　15 固定資産売却益 － △0

　16 固定資産売却損 21 －

　17 店舗解約に伴う損失金 1 30

　18 役員賞与の支払額 △29 －

　19 売上債権の増減額(△:増加) △41 27

　20 たな卸資産の増加額 △742 △286

　21 仕入債務の増減額(△:減少) 660 △344

　22 未払消費税等の減少額 △82 △31

　23 その他 △318 △188

　　　　小計 4,973 3,049

　24 利息及び配当金の受取額 2 8

　25 利息の支払額 △17 △3

　26 法人税等の支払額　 △2,488 △1,792

　27 損害補償金の受取額 18 －

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 2,488 1,261

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１ 定期預金の払戻による収入 3 125

　２ 有形固定資産の取得による支出 △218 △389

　３ 有形固定資産の売却による収入 39 9

　４ 無形固定資産の取得による支出 △171 △164

　５ 敷金保証金等の投資による支出 △1,112 △1,026

　６ 敷金保証金等の回収による収入 906 812

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △554 △633
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　 前事業年度
(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１ 長期借入金の返済による支出 △903 △357

　２ 割賦返済による支出 △74 △71

　３ 自己株式の取得による支出 △0 △1

　４ 配当金の支払額 △519 △636

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,498 △1,067

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(△:減少) 434 △439

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 12,517 12,951

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 12,951 12,512
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

　マックハウス（ＭＨ）、アウトレッ

トジェイ（ＯＪ）、マックハウスプラ

ザ（ＭＨＰ）、ブルーベリー（ＢＢ）

は売価還元法による原価法。

　ゴールウェイ（ＧＷ）、ココナッツ

ワールド（ＣＣＷ）は個別法による

低価法。（平成17年９月１日に合併し

た旧株式会社レオの店舗）

　なお、合併に伴うシステム変更に時

間を要するため、それぞれ別の商品の

評価基準及び評価方法を採用してお

ります。また、平成19年３月よりシス

テム統合し、総平均法による原価法へ

変更しております。

商品

　月別総平均法による原価法

　当事業年度よりたな卸資産の評価基

準及び評価方法を変更しております。

詳細は、会計方針の変更に記載してお

ります。

２ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法によっております。但し、平成

10年４月１日以降、新規に取得した建

物(建物附属設備を除く)及び事業用定

期借地権付建物については定額法を採

用しております。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

有形固定資産

同左

建物及び設備　　 　　５～20年

構築物　　　　　 　　10～20年

工具器具備品　　 　　５～８年

無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間に

基づく定額法によっております。

無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間(５

年）に基づく定額法によっておりま

す。

長期前払費用

　均等償却しております。

　

　

長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充て

るため、将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。

役員賞与引当金

―――――――――――

退職給付引当金

　従業員の退職金の支給に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法によ

り翌事業年度から費用処理することと

しております。

退職給付引当金

同左

役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

転貸損失引当金

　店舗閉店に伴い賃貸借契約の残存期

間に発生する損失に備えるため、転貸

を決定した店舗について、支払義務の

ある賃料総額から転貸による見込賃料

収入総額を控除した金額を計上してお

ります。

転貸損失引当金

同左

４ リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

５　ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、特例処

理の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。

―――――――――――

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段　金利スワップ取引

　　ヘッジ対象　借入金の利息

③ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクをヘッジして

おります

④有効性の評価の方法

　金利スワップ取引の特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価を省略

しております。

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会　平成15年10月31日　企

業会計基準適用指針第６号）を適用しております。

　これにより営業利益及び経常利益はそれぞれ75百万

円増加し、税引前当期純利益は697百万円減少してお

ります。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。

―――――――――――

 

(役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計

基準第４号）を適用しております。

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、35百万円減少しております。

　　

―――――――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。

　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

17,508百万円であります。

　また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。

―――――――――――

 

 

 

――――――――――― (減価償却方法の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　なお、この変更による営業利益、経常利益、税引前当

期純利益に与える影響は軽微であります。
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前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　
―――――――――――

　

（たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更）

  当事業年度より、たな卸資産の評価基準及び評価方

法を、従来のマックハウス、アウトレットジェイ、マッ

クハウスプラザ、ブルーベリーにつきましては売価還

元法による原価法から、ゴールウェイ、ココナッツ

ワールドにつきましては個別法による低価法から、そ

れぞれ月別総平均法による原価法に変更いたしまし

た。

　これは、旧株式会社レオ（ゴールウェイ、ココナッツ

ワールド）との合併後並存していたシステムを統合

し、アイテム別の商品管理が可能となったことから、

より実態に合ったたな卸資産の評価方法に変更する

ものであります。

　この変更により、売上総利益、営業利益及び経常利益

が416百万円減少し、税引前当期純利益は685百万円減

少しております。

　なお、期首のたな卸資産評価方法の変更に伴う差額

268百万円は特別損失として計上しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

※１　出店仮勘定は、建設中の賃借店舗に対する敷金保証

金の目的で支払う内金で、支払完了時に各々の科

目に振替えられるものであります。

※１　　　　　　　　　 同左

※２　一部の債務の支払について、従来の手形による支払

に代え、ファクタリング方式による支払を採用し

ております。

※２　　　　　　　　　 同左
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　
　　　　―――――――――――

※１　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

　たな卸資産評価方法の変更に伴う差額
　　　　　　　　　　　　　　　　268百万円

※２　低価法による商品評価損の金額1百万円を商品期末

たな卸高から減額しております。

※２　

　　　　―――――――――――

※３　受取違約金は、賃借先又は転貸先の都合に伴う店舗

の閉店等による違約金であります。

※４　　　　　

　　　　―――――――――――

 

※３　　　　　　　　　同左

 

※４　固定資産売却益の内訳は、泉佐野店の土地0百万円

であります。

 

※５　固定資産除却損は、コンピューターシステムの統合

による旧株式会社レオ店舗ＰＯＳレジの入替え及

び、店舗の閉店によるもので、主なものは次のとお

りであります。

建物及び設備 8百万円

構築物 1

工具器具備品 6

ソフトウェア 2

長期前払費用 2

撤去費用 30

計 52百万円

※５　固定資産除却損は、店舗の閉店によるもので、主な

ものは次のとおりであります。

建物及び設備 3百万円

構築物 1

工具器具備品 5

ソフトウェア 2

長期前払費用 3

撤去費用 22

計 38百万円

※６　固定資産売却損は、前橋自社ビルの売却によるもの

で、主なものは次のとおりであります

　　

　　

※６　

　 ―――――――――――

　 

　 

土地 9百万円

建物及び設備 11

計 21百万円

　 　

※７　店舗解約に伴う損失金は、閉店によるものでありま

す。

※７　　　　　　　　　同左
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　 前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※８　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

※８　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失

店舗

建物及び設

備、構築物、工

具器具備品、

土地、リース

資産、無形固

定資産、その

他

東京都

他
862百万円

　

用途 種類 場所 減損損失

店舗

建物及び設

備、構築物、工

具器具備品、

リース資産、

その他

神奈川県

他
123百万円

当事業年度において、継続的に営業損失を計上してい

る又は将来キャッシュ・フローが資産の帳簿価額を下

回る資産グループ及び市場価格が著しく下落している

資産グループにつきまして、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、862百万円を減損損失として特別損失に計

上しました。

その内訳は以下のとおりであります。

当事業年度において、継続的に営業損失を計上してい

る又は将来キャッシュ・フローが資産の帳簿価額を下

回る資産グループ及び市場価格が著しく下落している

資産グループにつきまして、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、123百万円を減損損失として特別損失に計

上しました。

その内訳は以下のとおりであります。

種類 金額
建物及び設備 277百万円
構築物 38
工具器具備品 73
土地 54
電話加入権 47
長期前払費用 54
リース資産 317

合計 862百万円

種類 金額
建物及び設備 41百万円
構築物 12
工具器具備品 11
長期前払費用 7
リース資産 50

合計 123百万円

なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等に基づ

き算定した正味売却価額と将来キャッシュ・フローを

5.73％で割り引いて算定した使用価値のいずれか高い

価額によっております。

　

なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等に基づ

き算定した正味売却価額と将来キャッシュ・フローを

5.97％で割り引いて算定した使用価値のいずれか高い

価額によっております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 12,998,032 ― ― 12,998,032

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 984 203 ― 1,187

　
（変動事由の概要）

増加の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加数203株であります。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月24日
定時株主総会

普通株式 324 （注）　25.00平成18年２月28日平成18年５月25日

平成18年10月13日
取締役会

普通株式 194 15.00平成18年８月31日平成18年11月13日

（注）配当金の内訳　　普通配当　15.00円　　合併記念配当　10.00円
　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 324 25.00平成19年２月28日平成19年５月24日
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当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 12,998,032 2,599,606 － 15,597,638

（変動事由の概要）

増加の内訳は、平成19年３月１日付で１株につき1.2株の割合をもって株式分割をしたことによるものでありま

す。

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,187 1,308 － 2,495

　
（変動事由の概要）

増加の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加数1,071株及び平成19年3月1日の株式分割により237株増加して

おります。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月23日
定時株主総会

普通株式 324 　25.00平成19年２月28日平成19年５月24日

平成19年10月11日
取締役会

普通株式 311 20.00平成19年８月31日平成19年11月12日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 311 20.00平成20年２月29日平成20年５月22日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 14,490百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △1,539

現金及び現金同等物 12,951百万円
　

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 13,926百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △1,414

現金及び現金同等物 12,512百万円
　

　

　

前へ　　　次へ
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却累

計額相当額

(百万円)

減損損失累

計額相当額

（百万円）

期末残高

相当額

(百万円)

建物及び設備 1,146 202 135 808

工具器具備品 1,370 438 181 750

ソフトウェア 189 101 － 88

合計 2,705 742 317 1,646

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却累

計額相当額

(百万円)

減損損失累

計額相当額

（百万円）

期末残高

相当額

(百万円)

建物及び設備 1,676 334 144 1,197

工具器具備品 2,062 623 187 1,252

ソフトウェア 264 89 － 174

合計 4,003 1,047 332 2,624

　
(2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 434百万円

１年超 1,514

合計 1,948百万円

　　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 671百万円

１年超 2,212

合計 2,884百万円

　　

リース資産減損勘定の残高 280百万円

　

リース資産減損勘定の残高 247百万円

　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 420百万円

リース資産減損勘定の取崩額 36百万円

減価償却費相当額 343百万円

支払利息相当額 34百万円

減損損失 317百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 606百万円

リース資産減損勘定の取崩額 84百万円

減価償却費相当額 485百万円

支払利息相当額 54百万円

減損損失 50百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

　

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

１ 取引の状況に関する事項

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(1) 取引の内容

　当社は、金利スワップ取引を利用しております。

―――――――――――

(2) 取引の利用目的及び取引に対する取組方針

当社は、金利変動リスクを回避するためにデリバティブ

取引を利用することとしており、投機的な取引を行わな

い方針であります。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って

おります。

　①ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段　金利スワップ取引

　　　ヘッジ対象　借入金の利息

　②ヘッジ方針

　　借入金の金利変動リスクをヘッジしております。

　③有効性の評価の方法

　　金利スワップ取引の特例処理の要件を満たしているた

め、有効性の評価を省略しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

　当社が利用している金利スワップ取引は、市場金利の変

動によるリスクを有しております。

　なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、信用度の高

い金融機関であり、相手先の不履行によるリスクはほと

んどないものと認識しております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

　当社におけるデリバティブ取引の基本方針は取締役会

で決定し、取引の実行及び管理は社内規定に基づき経理

部が行っております。

　

　

　

２ 取引の時価等に関する事項

　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)
　
該当事項はありません。
なお、金利スワップ取引をおこなっておりますが、
ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から
除いております。
　

　
―――――――――――
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(退職給付関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１ 採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用して

おります。

　　なお、旧株式会社レオの従業員については、退職一時金

制度の内枠として厚生年金基金制度に加入しておりま

す。加入している厚生年金基金制度は、同業種の企業が

集合して設立した総合型基金であります。

　　また、合併後の人事処遇制度の統一を図るため、加入し

ておりました厚生年金基金を平成19年３月１日付で脱

退しております。

　　このため、厚生年金基金から支払われる脱退一時金相

当額を控除して退職給付債務を算出しております。

　　なお、当該基金についての加入者比率で計算した当社

の期末の年金資産残高（代行部分含む）は363百万円

であります。

　

１ 採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用して

おります。

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,120百万円

未認識数理計算上の差異 9

退職給付引当金 △1,110百万円

　

　

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,216百万円

未認識数理計算上の差異 25

退職給付引当金 △1,191百万円

　

　

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 106百万円

利息費用 20

数理計算上の差異の費用処理額 9

小計 136百万円

厚生年金基金への事業者拠出額 28

退職給付費用合計 164百万円

（注）厚生年金基金への事業者拠出額は、厚生年金の代行

部分を含めて表示しております。

　

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 106百万円

利息費用 22

数理計算上の差異の費用処理額 0

退職給付費用合計 129百万円

　

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

　

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

　

　　数理計算上の差異の処理年数

　　　　数理計算上の差異については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から費用処理すること

としております。

　

　　数理計算上の差異の処理年数

　　　　数理計算上の差異については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から費用処理すること

としております。
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(ストック・オプション等関係) 

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

　商品評価損 228百万円

　賞与引当金 80

　未払事業税 74

　その他 24

繰延税金資産（流動）の合計 407百万円

繰延税金資産（固定）

　退職給付引当金 449百万円

　転貸損失引当金 88

　減価償却超過額 118

　土地減損損失 21

　リース資産減損勘定 113

　電話加入権減損損失 19

　借地権時価評価損 20

　その他 90

繰延税金資産（固定）合計 923百万円

繰延税金資産小計 1,331百万円

　評価性引当額 △61百万円

繰延税金資産合計 1,270百万円

繰延税金負債（固定）

　固定資産圧縮積立金 20百万円

繰延税金負債（固定）の合計 20百万円

繰延税金資産の純額 1,249百万円

　

繰延税金資産（流動）

　商品評価損 27百万円

　賞与引当金 70

　未払事業税 15

　その他 24

繰延税金資産（流動）の合計 138百万円

繰延税金資産（固定）

　退職給付引当金 482百万円

　転貸損失引当金 56

　減価償却超過額 148

　土地減損損失 21

　リース資産減損勘定 100

　電話加入権減損損失 19

　借地権時価評価損 20

　その他 102

繰延税金資産（固定）合計 951百万円

繰延税金資産小計 1,090百万円

　評価性引当額 △98百万円

繰延税金資産合計 991百万円

繰延税金負債（固定）

　固定資産圧縮積立金 20百万円

繰延税金負債（固定）の合計 20百万円

繰延税金資産の純額 971百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳

　法定実効税率 40.50％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳

　法定実効税率 40.50％

　　（調整）

交際費等永久に損金に加算され

ない項目 0.12％

住民税均等割額 5.13％

法人税等追徴税額 3.43％

その他 △0.06％

税効果会計適用後の法人税等の 49.12％

負担率

　　（調整）

交際費等永久に損金に加算され

ない項目 0.12％

住民税均等割額 7.40％

その他 0.85％

税効果会計適用後の法人税等の 48.87％

負担率
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(持分法損益等)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

１ 親会社及び法人主要株主等

　親会社及び法人主要株主等との取引については、金額的重要性がないため、記載を省略しております。

　

２ 役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の
近親者

舟橋浩男 ― ―
当社取締役
会長の弟

　　0　％ ― ―

店舗の賃借 9前払費用 0

敷金保証金
の預託

― 敷金保証金 10

(注) １ 賃借料は近隣の取引事例を勘案し、交渉のうえ決定しております。

２ 取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

３ 兄弟会社等

兄弟会社等との取引については金額的重要性がないため記載を省略しております。

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１ 親会社及び法人主要株主等

　親会社及び法人主要株主等との取引については、金額的重要性がないため、記載を省略しております。

　

２ 役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の
近親者

舟橋浩男 ― ―
当社取締役
会長の弟

　　被所有　
直接　0.1％

― ―

店舗の賃借 9前払費用 0

敷金保証金
の預託

― 敷金保証金 10

(注) １ 賃借料は近隣の取引事例を勘案し、交渉のうえ決定しております。

２ 取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

３ 兄弟会社等

兄弟会社等との取引については金額的重要性がないため記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

59/74



(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

60/74



(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 1,347円16銭 1,167円65銭

１株当たり当期純利益 142円99銭 85円88銭

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載し

ておりません。

同左

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

（平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

純資産の部の合計額（百万円） 17,508 18,209

普通株式に係る純資産額（百万円） 17,508 18,209

普通株式の発行済株式数（千株） 12,998 15,597

普通株式の自己株式数（千株） 1 2

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数（千株）
12,996 15,595

２　１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当期純利益（百万円） 1,858 1,339

普通株式に係る当期純利益
　　　　　　　　　　　（百万円）

1,858 1,339

期中平均株式数（千株） 普通株式 12,996普通株式 15,595
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(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

当社は、平成19年２月８日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。

当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

１．平成19年３月１日付をもって平成19年２月28日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された

株主の所有株式数を１株につき1.2株の割合をもって分割する。ただし、分割の結果生ずる１株未満の端数株

式は、これを一括売却または買い受けし、その処分代金を端数の生じた株主に対し、その端数に応じて分配す

る。

２．分割により増加する株式数　　　2,599,606株

３．配当起算日　平成19年３月１日

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおり

であります。

前事業年度

（自　平成17年３月１日

  至　平成18年２月28日)

当事業年度

（自　平成18年３月１日

  至　平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 1,036.84円

１株当たり当期純利益 125.59円

　

１株当たり純資産額 1,122.63円

１株当たり当期純利益 119.16円

　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

同左

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高(百万円)

有形固定資産

　建物及び設備 3,495 219 113

（41）

3,601 2,683 148 917

　構築物 663 8 44

（12）

627 517 14 110

　車両運搬器具 2 － － 2 1 0 0

　工具器具備品 1,664 41 112

（11）

1,593 1,383 76 210

　土地 238 －
－

238 － － 238

　建設仮勘定 34 525 510 48 － － 48

有形固定資産計 6,098 794 781

（65）

6,111 4,586 238 1,525

無形固定資産

　借地権 106 － － 106 － － 106

　商標権 2 － － 2 1 0 0

　ソフトウェア 287 164 100 351 97 66 253

無形固定資産計 395 164 100 460 99 66 360

長期前払費用 469 152 30

（7）

591 180 31 410

（注）1 当期増加額の主なものは以下のとおりであります
　　新店舗50店の開設及び、改装店舗76店に伴うもの。

　　　　　　建物及び設備219百万円、長期前払費用152百万円。

　  新ＭＤシステム構築に伴うもの。

　　　　　　ソフトウェア164百万円

　　　　　 2 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります

　　　　　閉店27店に伴うもの。

　　　　　　建物及び設備72百万円、構築物31百万円、工具器具備品101百万円。

　　　　　ＭＤシステム入れ替えに伴うもの。

　　　　　　ソフトウェア100百万円

　　　　　　なお、当期減少額のうち、（　）内は内書で減損損失の計上額であります。

　

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

63/74



【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 357 19 1.97 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

19 ― ― ―

合計 376 19 ― ―

(注) 「平均利率」については、期末の利率及び残高を使用しております。

　

　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　 85 13 1 23 73

賞与引当金 197 173 197 ― 173

役員賞与引当金 35 ― 35 ― ―

役員退職慰労引当金 91 17 14 ― 94

転貸損失引当金 219 16 93 3 139

(注)１.貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

２.転貸損失引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、賃貸契約の解約及び転貸店舗の契約内容の変更等に

よるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

1)　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 114

預金

当座預金 10,862

普通預金 1,533

定期預金 1,414

別段預金 1

小計 13,811

合計 13,926
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2)　売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

デベロッパー関係

　イオン㈱ 28

　㈱ダイエー 22

　㈱ミスターマックス 16

　ユニー㈱ 13

　その他 140

小計 221

クレジット関係

　㈱ジェーシービー 91

　三菱ＵＦＪニコス㈱ 48

　三井住友カード㈱ 21

　イオンクレジットサービス㈱ 17

　その他 69

小計 249

合計 470

(注)　デベロッパーはショッピングセンター等の店舗賃貸人のことであります。

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(百万円)
　
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
　
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
　
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
　

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

497 18,999 19,026 470 97.6 9.33

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。
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3)　商品

　

品目 金額(百万円)

メンズアウター 459

メンズインナー 1,457

メンズボトムス 2,605

レディース 2,894

その他 1,459

合計 8,875

　

②　固定資産

1)　敷金保証金

　

区分 金額(百万円)

店舗 8,426

寮・社宅 20

本社事務所 30

合計 8,478

　

③　流動負債

1)　支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱銀座伊勢由 713

タキヒョー㈱ 552

㈱読売ＰＲ 282

サン・メンズウエア㈱ 266

住金物産㈱ 168

その他 1,182

合計 3,167
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(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年３月 1,101

　 〃 　４月 857

　 〃 　５月 763

　 〃 　６月 444

　 〃 　７月 0

合計 3,167

　

2)　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱エドウィン 1,645

美濃屋㈱ 1,178

豊島㈱ 715

㈱ビックジョン 580

㈱水甚 503

その他 2,983

合計 7,605

　

　

3）ファクタリング債務

相手先 金額(百万円)

グローバルファクタリング㈱ 2,707

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 731

合計 3,439
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 決算期の翌日から３ケ月以内

基準日 ２月末日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日
８月31日
２月末日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　　　　　　全国本・支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　　　　　　全国本・支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

　当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。

　　http://www.mac-house.co.jp

株主に対する特典

２月末日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり「株主

ご優待券」を贈呈する。

（1）　贈呈基準　100株以上保有の株主　1,000円分の優待券（1,000円券1枚）

500株以上保有の株主　3,000円分の優待券（1,000円券3枚）

1,000株以上保有の株主　5,000円分の優待券（1,000円券5枚）

（2）　取扱店舗　当社の経営する全店舗

（3）　有効期限　翌年２月末日まで有効

（注）1.株券喪失登録の申請に関する手数料は次のとおりとする。

　　１件につき10,000円

　　１枚につき　 500円

2.当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　取得請求権付株式の取得を請求する権利

　　募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第17期(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)平成19年５月24日関東財務局長に提出。

　

(2) 半期報告書

事業年度　第18期中(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)平成19年11月26日関東財務局長に提

出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年５月23日

株式会社マックハウス

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　後　　藤　　孝　　男　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　津　　田　　英　　嗣　　㊞

　

　

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社マックハウスの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

マックハウスの平成１９年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．会社は、「会計方針の変更（固定資産の減損に係る会計基準）」に記載したとおり、当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」を適用している。

２．会社は、「会計方針の変更（役員賞与に関する会計基準）」に記載したとおり、当事業年度から「役員賞与に関する

会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年５月21日

株式会社マックハウス

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　後　　藤　　孝　　男　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　津　　田　　英　　嗣　　㊞

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社マックハウスの平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの第１８期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

マックハウスの平成２０年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　「会計方針の変更（たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更）」に記載したとおり、当事業年度より、た

な卸資産の評価基準及び評価方法を変更している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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